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こども基本法 令和5
（2023）

インターネット 特定電気通信による情報の流通によって発生する権利侵害等への対処に関する法律
平成１３
（２００１）



～このパンフレットをご覧になる方へ～
　「人権」は、私たちの生命や自由・平等を保障し、暮らしを支える大切なものです。日
本国憲法では、「基本的人権は、侵すことのできない永久の権利」とうたわれています。

　でも、「人権」について普段から考えることは、あまりないかもしれません。また、「私
の人権は守られているし、周りの人の人権も大切にしていて、差別はしていない」とい
う人も、知らず知らずのうちに、誰かを傷つけるようなことを言ってしまうかもしれま
せん。

　近年でも、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大した時期に、感染された方やその
ご家族、医療機関関係者などの皆さんが、誤った情報に基づき、ＳＮＳなどで誹謗中傷を
受けたり、理由もなく入店を断られるなど、不当な差別、偏見、いじめなどが行われた
という事例が報道されています。

　わざと誰かを傷つけるようなことをなくすのはもちろんのことですが、知らず知らず
のうちに誰かの人権を脅かすことがないようにするには、どうしたらよいのでしょうか。

　このパンフレットは、子どもをはじめ、女性や高齢者、障害者、外国人、拉致被害者家族、
性的マイノリティなど、いろいろな人たちが、どのようなことに困ったり、傷ついたり
しているかや、そのことに対する川崎市の取組をまとめたものです。

　また、心配事がある方や、人権侵害を受けている方のお役に立てるよう、気軽に相談
できる窓口や、人権に関する法令なども載せています。

　市内に暮らすいろいろな人たちが、お互いの「人権」を大切にできるよう、皆さんも
考えてみてください。

人権を守るための仕組み

部落差別（同和問題）

人権かわさきイニシアチブ

人権相談

【運営】川崎市市民文化局人権・男女共同参画室   【連携協力】横浜地方法務局川崎支局、川崎人権擁護委員協議会

かわさき

 対人関係で、
人権侵害では
ないかと
悩んでます

相談したら
気が楽になった

人権に関することでお悩み、お困りの川崎市民の方のご相談を受け付けています。いただいたご相談に対し、
助言を行うなど、必要な支援を行います。専門性の高いご相談に対しては、適切な関係機関を紹介します。

お気軽に
ご相談ください

電話相談☎044-200-2359
月～金（祝日、年末年始除く） 8：３0～12：00/13：00～17：15



最初の一歩を、あなたから始めてみませんか？

他人の権利を守っていますか？

しつけのために、子どもに ｢ごはん抜きね」と言う。

親が子どものためによいと思ったことは、子どもに聞かずに親が決める。

高齢の親に 「もう年なんだから…」と言ってしまう。

高齢者運転者マークをつけた車にイライラする。

盲導犬がレストランに入るのは 「嫌だ」と思う。

育児休業を取る男性は 「変わった人」だと思う。

肌の色や言葉が違う人をじろじろ見てしまう。

異性を好きになることが当然と思い、同性を好きになるのは 「気持ち悪い」と思う。

うわさや個人情報の書き込みを見ておもしろがる。

あなたは、自分を大切にしていますか？

基本的人権は、憲法が保障しています

　あるいは、「結婚したら女性は家事に専念しないとね」など「女は、男は、こうあるべき」
と決めつけていませんか？ 
　あなたの言葉や態度が、知らず知らずのうちに誰かを傷つけていることがあるかも
しれません。相手に寄り添って考えることが必要です。「知らなかった」「そんなつもり
はなかった」では済まされないこともあるでしょう。
　あなたが自分の人権を守ってほしいと求めるように、あなたには他人の人権を守る「責
任」があります。お互いの人権を大切にして暮らすことで、全ての人の人権が大切にさ
れる社会になるのです。　全ての人が安心して、自信を持って、自由に暮らせるまちにするためには、どうした

らよいでしょう？
　まずは知ること。差別や偏見のない社会を実現するためには、人権課題に対する正
しい知識を得て、理解を深めていくことが必要です。
　次に考えること。誰もが幸せに生きられる社会は、どうしたらできるでしょう。あな
たの言葉や態度が誰かを幸せにしている、そんな世の中を想像してみませんか？
　そして、ふだんの暮らしで始めてみること。身のまわりをあらためて見直して、「も
しも私がその立場だったら」と、人権に配慮してみましょう。誰かを幸せにすると、あ
なた自身も幸せになれます。
　「人権」というと、固い印象や重苦しいイメージがあるかもしれません。しかし、あ
なたにも、私にも、一人ひとりに関係している、とても身近なものなのです。

　あなたは、背が高い・低い、太っている・痩せているなどの容貌をからかったこと
はないでしょうか。また、インターネットで他人の個人情報を流してしまったり、誹謗
中傷や無責任なうわさを広めてしまったことはありませんか？

　あなたは自分のことをどう思っていますか？　自分のことが好きですか？
　人は、一人ひとりが平等な人権を持った、この世でただ一人の、かけがえのない存在
です。人はそれぞれ、国籍や民族、文化をはじめとして、性別、身体的能力・特徴、年齢、
価値観や生き方などが多様です。個性の違う、多様な人同士が、一つの社会で生きて
います。
　多様性についてはダイバーシティ（Diversity）という表現があり、さまざまな意味
で使われています。すべての人が互いを認め合い、ダイバーシティ（多様性）を尊重し、
人権侵害を受けることなく、一人ひとりが尊厳を持って自分らしく生きられることが大
切です。

　人権とは、私たちが人間らしく生きるための権利で、人種や民族、性別などにかか
わらず、誰もが生まれながらに持っている、誰にも奪うことのできないものであり、日
本国憲法によって、現在及び将来の国民に保障されています。
　「これは人権問題ではないのか？」と感じることや、困りごとや心配ごとがあれば、
国（法務局）や川崎市などの関係窓口に相談してください。
　偏見や差別は、人間が作ったものです。だからきっと、人間の力でなくすことがで
きるはずです。

　川崎市では、「誰もが自分らしく暮らし、自己実現を目指せ
る地域づくり」を目指し、「人々の意識や社会環境のバリアを
取り除き、誰もが社会参加できる環境を創り出す」ことを理念として掲げ、未来
へ遺していくものとしてのレガシーの形成に向けて「かわさきパラムーブメント」
を推進しています。

事例

～こんなこと思ったり言ったりしたことありませんか～

かわさきパラムーブメント



人権を守るための仕組み
じん    けん　          まも        　　　　　　　　　　　　  し       く

～私たちが築いてきた様々なルールと取組～
わたし　　　　　   きず　　　　　　　　  さま ざま　　　　　　　　　　  とりくみ

　一人ひとりが自分らしく生きていくために大切な人権を尊重し、擁護するため、これ
まで私たちは、国内外において様々な仕組みを築いてきました。

川崎市の取組

　第二次世界大戦後間もない昭和２３（１９４８）年１２月１０日に、「すべての人間は、生
まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。人間は、理性と
良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもって行動しなければならない」の条文で
始まる世界人権宣言が、国連総会において採択されました。
　その後、国際人権規約、人種差別撤廃条約、女性差別撤廃条約、拷問等禁止条約、子
どもの権利条約、強制失踪条約、障害者権利条約など多くの人権関連の条約が採択され
るとともに、人権に関する各種宣言や国際年など、国際的な取組が行われています。国際
人権規約をはじめとする国際人権諸条約は、それぞれ委員会（条約機関）への報告制度
があり、日本政府に対して様々な勧告が行われています。
　また、人権教育・啓発について、国際連合は、各国において「人権という普遍的な文化」
が構築されることを目指し、平成７（１９９５）年から平成１６（２００４）年まで「人権
教育のための国連１０年」の取組を、平成１７（２００５）年以降「人権教育のための世界計画」
の取組を推進しています。
　さらに、平成２７（２０１５）年に国連サミットで採択された「持続可能な開発のた
めの２０３０アジェンダ」は、世界人権宣言をその基礎の一つとして、地球上の「誰一人
取り残さない」ことを誓い、令和１２（２０３０）年までに全ての国が達成すべき「持続
可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」を掲げました。そこには、「ジェンダー平等を実現しよう」、「人
や国の不平等をなくそう」、「平和と公正をすべての人に」など、人権に関する目標が掲げ
られ、今では世界の潮流となり、各国で取組が進められています。

国際的な取組

※報告制度：締約国が、条約に規定された人権尊重・確保の義務をどのように履行しているかについて、自ら
　　　　　　報告を定期的に委員会（条約機関）に提出し、それを委員会が検討する制度

　昭和２１（１９４６）年１１月３日に公布され、昭和２２（１９４７）年５月３日に施行さ
れた日本国憲法は、人種・信条・性別・社会的身分・門地によって差別されないとする法
の下の平等、思想及び良心の自由、信教の自由、学問の自由、生存権、教育を受ける権利、
勤労の権利など、いろいろな人権を基本的人権として保障しています。

国内の取組

　国は、平成８（１９９６）年に「人権擁護施策推進法」を５年の時限立法として制定し、
平成１２（２０００）年には「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」を制定し、同
法の規定に基づき、平成１４（２００２）年に「人権教育・啓発に関する基本計画」を策
定しました。
　また、分野別の人権施策についても、それぞれ個別法や計画が整備されています。主
なものとして、児童虐待防止法や、高齢者虐待防止法、障害者虐待防止法、いじめ防止
対策推進法、ハンセン病問題基本法、障害者差別解消法、ヘイトスピーチ解消法、部落
差別解消推進法、アイヌ文化振興法などが挙げられます。
　令和３（２０２１）年には、「新型インフルエンザ等対策特別措置法」を改正し、新型コ
ロナウイルス感染症に関連する差別的取扱いの防止のために啓発活動等を行っています。
また、「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する
法律（プロバイダ責任制限法）」を改正し、インターネット上の誹謗中傷等による権利侵
害について、より円滑に被害者救済を図るため、発信者情報開示について新たな裁判制
度が創設されました（なお、令和６（２０２４）年、法律の題名は「特定電気通信による
情報の流通によって発生する権利侵害等への対処に関する法律（情報流通プラットフォー
ム対処法）」に改められています。）。
　さらに、令和５（２０２３）年には、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に寛
容な社会の実現に資することを目的とし、「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多
様性に関する国民の理解の増進に関する法律」が制定されました。

　川崎市では、人権を尊重し、共に生きる社会を目指して、平成１２（２０００）年に「川崎
市人権施策推進指針」を、平成１９（２００７）年に「川崎市人権施策推進基本計画」を、
平成２７（２０１５）年には「川崎市人権施策推進基本計画『人権かわさきイニシアチブ』」
を策定し、人権施策を総合的に推進してきました。
　また、分野別の人権施策についても、「川崎市外国人市民代表者会議条例」、「川崎市子
どもの権利に関する条例」、「男女平等かわさき条例」を制定し、条例の趣旨に沿って具体的・
計画的に実施するための行動計画や、多文化共生社会の構築を目指す「川崎市多文化共生
社会推進指針」を策定しました。また、子どもの権利の侵害と、男女平等に関わる人権侵害
については、相談・救済を行うため「川崎市人権オンブズパーソン条例」を制定しました。
　さらに、平成２５（２０１３）年以降、市内で本邦外出身者の排斥を訴える内容のデモが繰
り返されたことを契機に、令和元（２０１９）年に、全ての市民が不当な差別を受けることなく、
個人として尊重され、生き生きと暮すことができる人権尊重のまちづくりを推進するため、「川
崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」を制定しました。
　このほかにも、「川崎市自殺対策の推進に関する条例」の制定、「川崎市いじめ防止対策
連絡協議会等条例」の制定、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取
組の推進に関する法律に基づく『公の施設』利用許可に関するガイドライン」の策定、「『か
わさき☆えるぼし』認証制度」の創設、「川崎市持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進方針」
の策定、「川崎市パートナーシップ宣誓制度」の創設、「川崎市犯罪被害者等支援条例」の
制定など、人権施策の推進に取り組んでいます。
　そして、令和４（２０２２）年には、「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」で新
たに位置付けられた施策を推進するため、計画を全面的に見直して、「川崎市人権施策推進
基本計画・第１期実施計画『人権かわさきイニシアチブ』」を策定しました。
　この計画は、今後約１０年間の指針となるもので、人権に関する施策の基本理念及び４つ
の基本目標、人権に関する基本的施策その他人権に関する施策を推進するために必要な事
項を示し、また、複雑かつ多様な人権課題に対応していくため、分野横断的な視点にとどま
らず、１３の個別の分野別の人権課題ごとに、その現状と施策の方向性、具体的な取組を示
すものです。
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基本計画の構成

第 1期実施計画の推進スキーム

【第1階層】【第 1階層】 概ね 10年の
対象期間

概ね 4年の
計画期間

【第 2階層】【第 2階層】

【第 3階層】【第 3階層】

人権に関する施策の基本理念･･･「基本計画」が目指す「まち」の姿

人権に関する施策の基本目標･･･「基本理念」を実現していくに当たり指針となる考え方

「不当な差別」と偏見を許さない、相手の立場に立って考えられる社会の実現を目指します。

全ての市民が様々な違いを超えて、対等な人間関係を築いていけるように取り組みます。

人権侵害による被害の救済を図るため、必要な人に必要な支援が確実に届くように取り組みます。

それぞれが人権の問題について積極的に関わり、人権に関する意識をお互いに高め合うことで、人権が
尊重される社会につなげていきます。

市民一人ひとりの人権と多様性が尊重され
不当な差別のないまち　かわさき

人権かわさきイニシアチブ
～市民一人ひとりの人権と多様性が尊重され
　　　　　　　不当な差別のないかわさきを目指して～

　「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」に目的として規定する「人権を尊重し、共に生きる社会」
の実現を図るに当たり、共生の前提となる人権保護の核心が個人の尊重にあることに鑑みて、個人の尊重
に立脚した考えである「差別をなくす」、「多様性の尊重」を重視し、この２つの考えが浸透した「まち」を
目指します。

•市民一人ひとりが、人権について正しい知識を得て理解を深めていくため、子どもから大人まで継続的
に人権教育を推進します。

•人権課題に対する正しい知識などの普及活動に努めます。
•市民や事業者が人権の意義や価値についての理解を深めるための学習・研修の場を提供するとともに、
市民や事業者の主体的な普及活動を支援します。

•市職員に対する効果的な人権研修を計画的に実施します。
•業務の性格上、人権意識が特に求められる市職員に対して、専門性や人権意識をより高めるための研修
を継続的に実施します。

•相談窓口や救済機関に関する情報を効果的に周知するとともに、体制を充実します。
•基本的人権を尊重する精神に基づきセーフティネットの構築を進め、自立支援の充実に努めます。
•関係団体•関係機関との連携を強化することで、当事者が回復し、自立できるように救済・支援策の充実
を図ります。

•市民や事業者の参画を促進する取組を推進していきます。
•ＮＰＯ・ＮＧＯ等の関係団体や国、県、近隣自治体等の関係機関との連携協働により、人権施策の取組を
推進していきます。

・人権課題の解決に向けて、令和４（2022）年度から令和７（2025）年度までの４年間を計画期間とします。
・５つの「分野横断施策」と１３の「分野別施策」で構成される１８の基本的施策とこれらに係る「事業・取組」
を体系的に整理します。

人権に関する
基本的施策

事業・取組

差別行為 ④相談、人権救済、自立支援 ⑤市民団体等との
　連携協働

①人権教育
②人権意識の普及
③人権研修

偏見、差別意識
（知識の欠如など）

差別・偏見のもととなる要素
（社会的要因・歴史的要因など）
（各人権分野において生じるもの）

関連する基本目標：3

関連する基本目標：1と 2

関連する基本目標：4

「分野横断施策」と「分野別施策」により働き掛け

川崎市人権施策推進基本計画について

分野横断施策

•広報・啓発及び学習への支援並びに市民活動への支援
•個別の支援
•家庭、育ち・学ぶ施設及び地域における子どもの権利保障
•子どもの参加
•相談及び救済

•男女共同参画に係る教育・啓発の推進
•職業生活・家庭生活における男女共同参画の推進
•地域における男女共同参画の推進

•いきがい・介護予防施策等の推進
•地域のネットワークづくりの強化
•利用者本位のサービスの提供
•医療介護連携・認知症施策等の推進
•高齢者の多様な居住環境の実現

•育ち､学び､働き､暮らす～多様なニーズに対応するための包括的な支援体制（地域リハビリテーション）
の構築～
•地域とかかわる～地域の中でいきいきと暮らしていける「心のバリアフリー都市川崎」の実現～
•やさしいまちづくり～誰もが安心・安全で生活しやすいまちづくりの推進～

•部落差別（同和問題）の解決に向けた啓発・支援の推進

•差別の解消と人権侵害の防止
•行政サービスの充実
•多文化共生教育の推進
•社会参加の促進
•共生社会の形成
•施策の推進体制の整備

分野別施策

第１期実施計画について

全ての人権課題に共通する５つの施策

それぞれの計画等を踏まえて実施する１３の施策

人権に関する施策の
基本理念及び基本目標

じん   けん

し   みん   ひとり　　　　　　　　  　　　 じん  けん          た    よう せい         そん ちょう 　　　　　　　　　　  

ふ　とう　　　  さ   べつ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　め　　ざ　　　  

１　差別や偏見のない優しさにあふれたまちづくり

２　互いの違いを理解し、個人として尊重し、共に生き生きと暮らせるまちづくり

３　人権侵害による被害の救済を図るため、必要な支援が受けられるまちづくり

4　市民、事業者、市が共に考え、取り組む人権尊重のまちづくり

１　人権教育の推進

２　人権意識の普及

３　人権研修の充実・推進

４　相談、人権救済、自立支援の充実

５　連携協働による取組の推進

１　子どもの人権尊重と権利保護の取組の推進

２　男女共同参画社会の形成と女性の人権尊重の取組の推進

３　高齢者の人権尊重と住み慣れた地域で安心して暮らせる取組の推進

４　障害者の人権尊重と共に生きる取組の推進　

５　部落差別（同和問題）の解決に向けた取組の推進　

６　外国人市民の人権尊重と多文化共生社会に係る取組の推進
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•感染症に関する啓発、支援等

•ホームレス自立支援事業
•関係機関との連携による取組

•拉致被害者及び被害者家族の支援並びに拉致問題の啓発に関する取組の推進

•偏見や差別を解消するための啓発の推進
•当事者の抱える生きづらさの解消に向けた取組の推進

•自殺の実情を知る
•自殺防止のためにつながる
•自殺防止のために支える

•啓発、支援、拡散防止措置、教育等の取組の推進

•固有の歴史・文化を持つ人々（アイヌの人々）の人権
•犯罪被害者等の人権
•刑を終えて出所した人々の人権
•災害被害者の人権
•人身取引被害者の人権

【庁内連絡調整組織】
　「川崎市人権・男女共同参画推進連絡会議」のほか、子どもの権利や男女平等施策などの分野別の人権
施策を推進するための各部会等で具体的な施策を協議、検討し、横断的かつ総合的に人権施策を推進します。

【協議組織】
　「川崎市人権尊重のまちづくり推進協議会」は、不当な差別のない人権尊重のまちづくりの推進に関する
重要事項について、市長の諮問に応じ、調査審議するための組織であり、庁内連絡調整組織とそれぞれの
役割を担いながら人権施策を総合的に推進します。
【関係団体・関係機関】
　「川崎人権啓発活動地域ネットワーク協議会」や「かわさき男女共同参画ネットワーク」等の各分野におい
て多様な活動を展開している関係団体等との連携を強化し、人権施策の効果的な推進に取り組んでいきます。

計画の推進について
人権施策推進体制

•進捗管理には、「計画（ＰＬＡＮ）－実行（ＤＯ）－評価（ＣＨＥＣＫ）－見直し（ＡＣＴＩＯＮ）」のいわゆるＰＤＣＡ
サイクルの手法を取り入れます。
•事業・取組の状況について、毎年度、進捗状況を把握するとともに、外部の視点として「川崎市人権尊重
のまちづくり推進協議会」に意見・助言を求め、その結果を公表します。
•「人権に関する市民意識調査」を定期的に実施するほか、社会情勢の変化等も確認しながら、市民意識の
把握に努めつつ、施策を推進していきます。

進行管理

•基本計画を着実に推進していくために、成果指標を設定し、目標の達成度を評価する際に参考とする指標
とします。
•施策の評価については、この数値のみをもって施策の成果とするものでなく、事業の進捗状況を踏まえて
総合的に判断します。
•目標達成に向け、各分野の啓発や各事業の取組の一層の推進を図ります。

成果指標

項　目 現状【年度】

全体目標 平等と多様性が尊重されていると思う市民の割合 36.6％
【令和3(2021) 年度】

41.0％以上
【令和7(2025) 年度】

「人権侵害」について、あってはならないと思う市民
の割合

「一人ひとりが互いに違いを認め合い、共に暮らして
いける社会になっている」と思う市民の割合

基本目標 1

基本目標 2

基本目標 3

43.0％以上
【令和13(2031) 年度】

81.0%以上
【令和7(2025) 年度】

85.0%以上
【令和13(2031) 年度】

28.0%以上
【令和7(2025) 年度】

32.0%以上
【令和13(2031) 年度】

5 つ
【令和7(2025) 年度】

7 つ
【令和13(2031) 年度】

91.0%以上
【令和7(2025) 年度

93.0%以上
【令和13(2031) 年度】

77.2%
【令和2(2020) 年度】

24.4%
【令和2(2020) 年度】

87.4%
【令和3(2021) 年度】

「国や市の機関のさまざまな人権相談窓口を知っている」
市民の割合が 30％を超えている相談窓口の数

他人の人権を侵害しないように配慮して、日々の生
活を送っている市民の割合

3つ
【令和2(2020) 年度】

基本目標 4

66.0％
【令和2(2020) 年度】

62.0％以下
【令和7(2025) 年度】子どもの人権について、差別があると思う市民の割合

男女平等に関わる人権について、差別があると思う市
民の割合

76.6％
【令和2(2020) 年度】

73.0％以下
【令和7(2025) 年度】

高齢者の人権について、差別があると思う市民の割合 62.7％
【令和2(2020) 年度】

59.0％以下
【令和7(2025) 年度】

障害者の人権について、差別があると思う市民の割合 75.9％
【令和2(2020) 年度】

72.0％以下
【令和7(2025) 年度】

部落差別（同和問題）について、差別があると思う市
民の割合

46.5％
【令和2(2020) 年度】

43.0％以下
【令和7(2025) 年度】

外国人の人権について、差別があると思う市民の割合 59.6％
【令和2(2020) 年度】

56.0％以下
【令和7(2025) 年度】

HIＶ感染者・ハンセン病患者などの感染症や疾病に関
する人権について、差別があると思う市民の割合

55.8％
【令和2(2020) 年度】

52.0％以下
【令和7(2025) 年度】

新型コロナウイルス感染症に関する人権について、差
別があると思う市民の割合

77.3％
【令和2(2020) 年度】

73.0％以下
【令和7(2025) 年度】

ホームレスの人権について、差別があると思う市民の
割合

60.0％
【令和2(2020) 年度】

56.0％以下
【令和7(2025) 年度】

北朝鮮当局によって拉致された被害者などの人権につ
いて、差別があると思う市民の割合

58.1％
【令和2(2020) 年度】

54.0％以下
【令和7(2025) 年度】

インターネットや SNS による人権侵害について、差別
があると思う市民の割合

82.6％
【令和2(2020) 年度】

79.0％以下
【令和7(2025) 年度】

アイヌの人々の人権について、差別があると思う市民
の割合

37.4％
【令和2(2020) 年度】

33.0％以下
【令和7(2025) 年度】

犯罪被害者やその家族の人権について、差別があると
思う市民の割合

69.2％
【令和2(2020) 年度】

65.0％以下
【令和7(2025) 年度】

刑を終えて出所した人の人権について、差別があると
思う市民の割合

60.2％
【令和2(2020) 年度】

56.0％以下
【令和7(2025) 年度】

人身取引（性的搾取、強制労働等を目的とした人身取引）
被害者の人権について、差別があると思う市民の割合

59.9％
【令和2(2020) 年度】

56.0％以下
【令和7(2025) 年度】

性的マイノリティの人権について、差別があると思う市
民の割合

66.2％
【令和2(2020) 年度】

62.0％以下
【令和7(2025) 年度】

厚生労働省人口動態統計における自殺死亡率（人口
10万人当たりの死者数）の3年間平均

14.2
【平成 29(2017) 年～
令和元 (2019) 年の平均】

【令和 3(2021) 年～
令和 5(2023) 年の平均】

13.5 未満

目標値【年度】７　疾病に関する人権尊重の取組の推進

８　ホームレス（野宿生活者）の人権擁護と自立支援に係る取組の推進

９　拉致問題の解決に向けた取組の推進

１０  性的マイノリティの人々の人権尊重の取組の推進

１１  自殺をめぐる問題に係る取組の推進

１２  インターネットによる人権侵害に係る取組の推進

１３  様々な人権課題に対する取組の推進

分野別施策  1

分野別施策  2

分野別施策  3

分野別施策  4

分野別施策  5

分野別施策  6

分野別施策  7

分野別施策  7

分野別施策  8

分野別施策  9

分野別施策 10

分野別施策 11

分野別施策 12

分野別施策 13

分野別施策 13

分野別施策 13

分野別施策 13
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せてはなりません。



　令和３（２０２１）年度の子どもの
市全体の虐待相談及び通告件数は
（市内児童相談所･区役所計）は､令
和２（２０２０）年度の５‚５５７件と比
べ､５‚８３２件で､対前年度比４ .９％の
増加となっています。
　また、令和３（２０２１）年度の年
齢別では、０歳～就学前で３‚２３２件
（５５.４％）と約半数を占め､次いで小
学生１‚６１５件（２７.７％）となってい
ます。

令和 3（2021）年度

34.9%

20.5%
27.7%

10.5%

6.4%

20:00

5

（全国共通・無料）

３２１４
６６４８
３２６１
３３１５
３３０２
３２６４

かわさきチャイルドライン

５１５７

200 1460
①月～金9:00～17:00
②月～金9:00～17:00

２２６‒５５８２

21（青少年育成・子どもの権利担当）

８:３０～１７:００

常設相談所
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